


































































域は約 70-'qz万キロメートノレ3 人口約15万余人を数えるにいたっている (1982年現在)。こうした
市にあって，教育委員会事務局は，総務課，施設課，学校教育課，青少年対策室，そして社会教育
課の4課 l室からなり，職員数は63名である(1981年9月現在)。また 1980年度教育費決算額









































































































































消，第三J乙] rl"j 治意識Jr L~j 主的J r自覚的Jrt民活動Jr市民参加Jとしづ語が示すようにP
(tL~の怠識変革，第四に，スポ- ")活動指導者，保育指導員，社会教育専門峨員等の人的条件の整
備，第五lこ3 文化財と !~l 然環境の保全，スポーツ教室・ひろばの開設，体育・スポーツの場の佐保，
育成胞設・設備等の充t支，社会教育施設の計画的な祭備充実といった物的条件の整備である。
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審議会が「国土を愛さず， 自らの伝統や文化に誇りを持つ ζ とがなく，そして，また国民的合意の
形成，が容易に行われないと乙ろに青少年の健全な育成などあり得なしiJ(11)と述べているのは符合し
て A市教育委員会も，先にみたようはふるさとづくり，健全な文化の創造を遍い， I青少年自身
























本節では， A. B両市の社会教育行政機構を分析することによって 市民の意思を汲みあげるノレー
トがいかに組織されているかを考察する。
制度的には，両市とも社会教育法第15条に基づく社会教育委員会 (A市15名， B市 10名)をは
じめ， I弓29条による公民館運営審議会 (Ailj10名， B市20名)， スポーツ振興法18条によるスポ
ーツ振興審議会 (A市15名. B干n10名)が設置され，加えてA市民は文化財保護委員会(10名人
体育指導委員会(40 ~g) 及び児童健全育成事業運営協議会(8名)が， B市l乙は文化財審議会(7 
-10-
名)，図書館協議会(10名)が各々設置されている。
教育機関・施設としては， A市は 3つの公民館と 14の分館，及び市民図書室，体育施設(野球
場，テニス・バレーコート，プール，キャンプセンター)，そして育成学級(市下2小学校を除く
全小学校)を設置し， B市は 6つの公民館(うち 1館は無人)，及び図書館，考古館，視聴覚ライ
ブラリー，体育施設(運動場，仮設グランド)を設置している。加えて，スポーツ振興法第 13条
に基づいて「学校教育に支障のない範囲一!との限定をつけて A市はモテソレ校 10校(全学校数28




























ら進められ， 3ブロック体制を経て今日比至Ijっている。 A市では， 80年までは公民館がひとつしか


























でしかも li~ 側の関心が強く反映した生控教育情位、のなかに位置づいていると言わねばならず， B rlJ
はそれに反して，一定の限定を冠さねばならないものの3 生涯教育に直接的な関心を示さず，教育
内容面を住民本位の意思に委ねようとしていると言うことができる。






公民館(等の教育機関を媒介しての ζ とであり， 自らは施設 e設備の充実@広報活動の展開等による
条件整備活動に力を入れようとしている。こうした対応姿勢の相異が，社会教育事業の展開におい






















座x7四十夜間講座 1x 7 @)の開設のみである。
さて， B市教育委員会は「行政一教育分書fiJ7'5針を掲げていた。 ζの万針を徹底するならば，教
育委員会主催の学級@講座はあり得ない乙とになる。と乙ろが実際には 上述した講座等を主催し
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(1o) 本稿でとりあげたA.B荷市教育委員会の概要を整理すれば，(X!乙示す表にまとめる ζ とがで
きる。
付表 A"B両市教育委員会の比較表
A 市教育委員会 B TlJ教育委員会I









10. 8 (%) 8 . 9 (%) 
ー岨晶宇品令-・h骨置許・ー ・ー_ー -・唱早』・4
15名 10 ~I 
{系 公民館運営審議会 10名 20名
1~1i スポ_")振興審議会 15名 10名
体 そ の イ出 2委員会 o 1協議会 l審議会.]協議会
公 民 出? 3 fin-1 14分館 6館(うら 1館はli(人)
設 i翠 立と王主1 箆 i出-，
5日芸三日
1護 博 物 館' 。 l館
!主i 視聴覚ライブラリ- l o l京. 
j抱 野球場・テニスコート・




集 ρ二~え 2@ 1 @ 
132L え
教 講 j主 1講座 × 9回 l講座x1四十 5講座x7回
1月正 教 ニr斗dヒ~ 3擦のべ 2 91il 。
業
学 2t3=3 1 メヱL又 3撞のべ 7回 2種のべ 21ヨ
そ 。〉 他 3種 1麗
一
(注) A市は 1981年度資料に基づき(教育費は80年度)
B市は 1982年度資料に基づき(教育費は81年度@教育事業は予定を含む)作成し
た。
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